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(57)【要約】
　本発明は、炭素で被覆されたリチウムチタン酸化物の
一次粒子からなる直径１～８０μｍの球形粒子凝集体を
含む炭素含有リチウムチタン酸化物に関する。本発明は
また、上記炭素含有リチウムチタン酸化物の製造方法、
上記炭素含有リチウムチタン酸化物を活物質として含む
電極、及び、該電極を含むリチウムイオン二次電池に関
する。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　炭素で被覆されたリチウムチタン酸化物の一次粒子からなる直径１～８０μｍの球形粒
子凝集体を含む、炭素含有リチウムチタン酸化物。
【請求項２】
　ＢＥＴ表面積は１～１０ｍ２／ｇである、請求項１に記載のリチウムチタン酸化物。
【請求項３】
　一次粒子径は１μｍ未満である、請求項２に記載のリチウムチタン酸化物。
【請求項４】
　炭素含有量は０．０５～２ｗｔ％である、請求項３に記載のリチウムチタン酸化物。
【請求項５】
　前記炭素含有量は０．０５～０．５ｗｔ％である、請求項４に記載のリチウムチタン酸
化物。
【請求項６】
　前記リチウムチタン酸化物はＬｉ４Ｔｉ5Ｏ１２である、請求項１～５のいずれか一項
に記載のリチウムチタン酸化物。
【請求項７】
　（ａ）リチウム塩、酸化チタン、及び炭素含有化合物を溶媒中で混合するステップと、
　（ｂ）前記ステップ（ａ）で得られた混合物を乾燥するステップと、
　（ｃ）乾燥した前記混合物を焼成するステップとを含む、
　請求項１～６のいずれか一項に記載の炭素含有リチウムチタン酸化物の製造方法。
【請求項８】
　前記溶媒は水である、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　原子比Ｌｉ／Ｔｉは４：５である、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記リチウム塩は、ＬｉＯＨ、Ｌｉ２Ｏ、ＬｉＮＯ３、ＬｉＨＣＯ３、及び、ＬｉＣＨ

３ＣＯＯからなる群から選ばれる、請求項８または９に記載の方法。
【請求項１１】
　前記酸化チタンはアナターゼ型又は非晶質である、請求項９に記載の方法。
【請求項１２】
　前記炭素含有化合物は、炭化水素及びその誘導体、炭水化物及びその誘導体、及び、ポ
リマーからなる群から選ばれる、請求項１１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記炭素含有化合物は、ラクトース、スクロース、及び、サッカロースからなる群の糖
類から選ばれる、請求項１２に記載の方法。
【請求項１４】
　前記乾燥は噴霧乾燥により行われる、請求項１３に記載の方法。
【請求項１５】
　前記噴霧乾燥は９０～３５０℃の温度勾配で行われる、請求項１４に記載の方法。
【請求項１６】
　前記焼成は保護雰囲気下で７００～１０００℃で行われる、請求項７～１５のいずれか
一項に記載の方法。
【請求項１７】
　請求項７～１６のいずれか一項に記載の方法により得られるリチウムチタン酸化物。
【請求項１８】
　請求項１～６及び１７のいずれか一項に記載のリチウムチタン酸化物を含む電極。
【請求項１９】
　請求項１８に記載の電極を含むリチウムイオン二次電池。
【請求項２０】
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　Ｃ／１０における充電／放電容量は１６５ｍＡｈ／ｇ超である、請求項１９に記載のリ
チウムイオン二次電池。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、炭素被覆チタン酸リチウムＬｉ４Ｔｉ5Ｏ１２及びその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　チタン酸リチウムＬｉ４Ｔｉ5Ｏ１２、略してスピネル型チタン酸リチウム（lithium t
itanium spinel）を、特にリチウムイオン二次電池における負極材料としてグラファイト
の代わりに使用することは従前より提案されている。
【０００３】
　本電池に使用される負極材料の現状は、例えば、非特許文献１で説明されている。
【０００４】
　グラファイトと比較したＬｉ４Ｔｉ5Ｏ１２の利点としては、特に、優れたサイクル安
定性、優れた熱負荷容量、高動作信頼性が挙げられる。Ｌｉ４Ｔｉ5Ｏ１２はリチウムよ
り１．５５Ｖ高い電位を比較的安定して示し、容量ロス２０％未満で数１０００回の充放
電サイクルを達成する。
【０００５】
　したがって、チタン酸リチウムの正電位は、リチウムイオン二次電池の負極として従前
より慣習的に使用されているグラファイトと比較して、明らかに高い。しかしながら、電
位が高いと電位差も小さくなってしまう。また、容量がグラファイト（３７２ｍＡｈ／ｇ
（理論値））と比較して１７５ｍＡｈ／ｇと低いため、グラファイトを負極に用いたリチ
ウムイオン二次電池よりもエネルギ密度が明らかに低くなってしまう。
【０００６】
　しかし、Ｌｉ４Ｔｉ5Ｏ１２は長寿命であり、また無毒であるため、環境の脅威となる
とは考えられていない。
【０００７】
　近年、ＬｉＦｅＰＯ４がリチウムイオン二次電池の正極材料として使用され、ＬｉＦｅ
ＰＯ４とＬｉ４Ｔｉ5Ｏ１２とを組み合わせることにより２Ｖの電位差が得られている。
【０００８】
　Ｌｉ４Ｔｉ5Ｏ１２の様々な製造態様が詳細に説明されている。特許文献１又は２に記
載されているように、Ｌｉ４Ｔｉ5Ｏ１２は、通常、チタン化合物（一般的にＴｉＯ２）
とリチウム化合物（一般的にＬｉ２ＣＯ３）とを７５０℃超の高温で固相反応させること
により得られる。
【０００９】
　また、Ｌｉ４Ｔｉ5Ｏ１２を製造するためのゾル－ゲル法が特許文献３に記載されてい
る。さらに、火炎噴霧熱分解法（flame spray pyrolysis）や（非特許文献１）、無水媒
体中でのいわゆる「熱水法」による製造方法（非特許文献２）が提案されている。
【００１０】
　電極として使用される前記チタン酸リチウムは、通常、炭素、特にグラファイト又はカ
ーボンブラックと圧縮して電極とする。そのため、特許文献４はリチウム遷移金属複合酸
化物をex situで、すなわち完全に合成した後で、炭素含有被膜で被覆して提供すること
を提案している。しかしながら、本方法は、含有物の粒子サイズ、特に二次粒子サイズが
大きくなるという欠点がある。さらに、本方法における炭素被膜は一次粒子ではなく二次
粒子を被覆しているため、電気化学的特性、特に容量挙動の悪化につながる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】米国特許第５，５４５，４６８号明細書
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【特許文献２】欧州特許出願公開第１０５７７８３Ａ１号明細書
【特許文献３】独国特許出願公開第１０３１９４６４Ａ１号明細書
【特許文献４】欧州特許出願公開第１７９６１８９Ａ２号明細書
【非特許文献】
【００１２】
【非特許文献１】Bruce et al., Angew.Chem.Int.Ed.2008, 47, 2930-2946
【非特許文献２】Ernst, F.O. et al., Materials Chemistry and Physics 2007, 101(2-
3, pp. 372-378)
【非特許文献３】Kalbac, M. et al., Journal of Solid State Electrochemistry 2003,
 8(1) pp. 2-6
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　したがって、粒子が特に小さくかつ電気化学的特性が改良されたリチウムチタン酸化物
、特にチタン酸リチウムＬｉ４Ｔｉ5Ｏ１２を提供する必要があった。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明によれば、かかる目的は、炭素被覆されたリチウムチタン酸化物一次粒子からな
る粒径１～８０μｍの球形（二次）粒子凝集体を含む、炭素含有リチウムチタン酸化物に
より達成される。ドイツ語の用語"Partikel"及び"Teilchen"は、「粒子」の同義語として
使用される。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の炭素被覆Ｌｉ４Ｔｉ5Ｏ１２のＳＥＭ顕微鏡写真
【図２】本発明の（in situ）炭素被覆チタン酸リチウムを含む電極の充電／放電容量を
示す図
【図３】比較として、ex situで炭素被覆したチタン酸リチウムの充電／放電容量を示す
図
【図４】合成後（ex situで）炭素被覆したＬｉ４Ｔｉ5Ｏ１２のＳＥＭ顕微鏡写真
【図５】炭素未被覆Ｌｉ４Ｔｉ5Ｏ１２のＳＥＭ顕微鏡写真
【図６】充電時と放電時とで電流を同一とした場合の、未炭素被覆Ｌｉ４Ｔｉ5Ｏ１２の
充電／放電容量を示す図
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、「リチウムチタン酸化物」とは、空間群Ｆｄ３ｍのＬｉ１＋ｘＴｉ２－ｘＯ４（
０≦ｘ≦１／３）で表される全てのスピネル型チタン酸リチウム、及び、一般式ＬｉｘＴ
ｉｙＯ（０＜ｘ、ｙ＜１）で表される全てのリチウムチタン酸化物の混合物を含む、チタ
ン酸リチウムを意味する。
【００１７】
　前述のとおり、本発明の炭素被覆リチウムチタン酸化物は、炭素被覆一次粒子で形成さ
れた二次粒子からなる。二次粒子の形状は球状である。
【００１８】
　二次粒子を本発明の粒径サイズとすることにより、本発明の炭素被覆リチウムチタン酸
化物材料を含む電極の電流密度は特に高くなり、また、従来技術、特に特許文献４の材料
と比較して高いサイクル安定性を示す。
【００１９】
　また驚くべきことに、本発明の炭素含有リチウムチタン酸化物は、ＤＩＮ　６６１３４
に準じて測定したＢＥＴ表面積が１～１０ｍ２／ｇ、好ましくは１０ｍ２／ｇ未満、更に
好ましくは８ｍ２／ｇ未満、特に好ましくは５ｍ２／ｇ未満であることがわかった。特に
好適な実施形態において、ＢＥＴ表面積は通常３～５ｍ２／ｇの範囲である。
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【００２０】
　炭素被覆一次粒子のサイズは、通常１μｍ未満である。本発明では、一次粒子が小さく
、かつ、少なくとも部分的に炭素被覆されていることが重要である。その結果、本発明の
リチウムチタン酸化物を含有する電極の電流輸送能及びサイクル安定性が、炭素未被覆材
料及び均一に炭素被覆されていない材料や、二次粒子のみを炭素被覆した材料と比較して
、特に高くなる。
【００２１】
　本発明の好適な実施形態において、本発明のリチウムチタン酸化物の炭素含有量は０．
０５～２ｗｔ％であり、特に好適な実施形態では０．０５～０．５ｗｔ％である。
【００２２】
　驚くべきことに、本発明の材料を含む電極において上述の有利な効果を奏するには、比
較的低い炭素含有量、すなわち、一次粒子の炭素被膜が比較的薄くても十分であることが
わかった。
【００２３】
　上記リチウムチタン酸化物のうち、Ｌｉ４Ｔｉ5Ｏ１２が好ましい。電極材料として特
に好適だからである。
【００２４】
　本発明の目的はまた、（ａ）リチウム塩、酸化チタン、及び炭素含有化合物を溶媒中で
混合するステップと、（ｂ）ステップ（ａ）で得られた混合物を乾燥するステップと、（
ｃ）乾燥した混合物を焼成するステップとを含む、炭素含有リチウムチタン酸化物の製造
方法によって達成される。
【００２５】
　酸化チタンに対するリチウム塩の比に応じて、空間群がＦｄ３ｍである上述のスピネル
型チタン酸リチウムＬｉ１＋ｘＴｉ２－ｘＯ４、または、一般式ＬｉｘＴｉｙＯで表され
るリチウムチタン酸化物の混合物が得られる。
【００２６】
　また、本発明のリチウムチタン酸化物の最終炭素含有量は、上記混合処理中でも設定可
能である。
【００２７】
　本明細書において、「溶媒」とは、出発物質のうち少なくとも一成分が少なくとも部分
的に溶解するもの、すなわち、溶解度積Ｌが少なくとも０．５であるものとして定義され
る。溶媒は好ましくは水である。特に好適な実施形態において、出発物質の一成分は水に
容易に溶解する、すなわち、溶解度積Ｌが少なくとも１０である。
【００２８】
　特に好ましくは、Ｔｉに対するＬｉの原子比は４：５である。これにより、特に相純粋
（phase-pure）な炭素被覆Ｌｉ４Ｔｉ5Ｏ１２が得られる。本明細書において、「相純粋
」とは、通常の測定精度限界において、ルチル相にＸ線回折によりＴｉＯ２が検出されな
いことを意味する。
【００２９】
　本発明の製造方法を実施するためのリチウム塩は、ＬｉＯＨ、ＬｉＮＯ３、Ｌｉ２ＣＯ

３、Ｌｉ２Ｏ、ＬｉＨＣＯ３、及び、酢酸リチウムからなる群から選ばれることが好まし
い。これら以外の他の出発物質が添加可能な水溶液が特に容易に得られるからである。
【００３０】
　アナターゼ型又は非晶質型のＴｉＯ２を使用することが好ましい。本発明の製造方法に
与した際、ルチル型に変化しないため有利である。
【００３１】
　本発明の製造方法を実施するために好適な炭素含有化合物は、例えば、多環式芳香族及
びその化合物；ペリレン及びその化合物；ポリオレフィン、パウダー状ポリプロピレンコ
ポリマー、スチレン－ポリブタジエンブロックコポリマー等のポリマー及びコポリマー；
糖類及びその誘導体、等の炭化水素から選ばれる。
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【００３２】
　特に好ましいポリマーは、ポリオレフィン；ポリブタジエン；ポリビニルアルコール；
フェノールの縮合物；フルフリル、スチレン誘導体、ジビニルベンゼン誘導体、ナフトー
ルペリレン、アクリロニトリル、及び酢酸ビニル由来のポリマー；ゼラチン；セルロース
；スターチ；それらのエステル及びエーテル；及びそれらの混合物である。
【００３３】
　糖類は、本発明の製造方法を実施する上で特に好適であることがわかった。糖類は水に
特によく溶解するからである。糖類のうち、ラクトース、スクロース、サッカロースが好
ましく、ラクトースが特に好ましい。
【００３４】
　乾燥ステップ（ｂ）は、通常、得られた混合物をノズルから微細に噴霧してプレ生成物
として沈着させる、いわゆる噴霧乾燥にて行う。また、出発物質を均質に混合した後ガス
気流中に導入して乾燥させる他の任意の方法を使用してもよい。噴霧乾燥の他に、例えば
、流動床乾燥法（fluid-bed drying）、攪拌造粒法（rolling granulation）、及び乾燥
又はフリーズドライ法を単独または組み合わせて行う。噴霧乾燥が特に好ましく；９０～
３００℃の温度勾配で通常行う。
【００３５】
　ステップ（ａ）の水性混合物の乾燥生成物を得た後（これはまた、他の従来方法におけ
る溶媒の問題を有利に回避する）、当該噴霧乾燥プレ生成物を７００～１０００℃で焼成
する。かかる焼成は、炭素被膜の酸化等の好ましくない結果をもたらしうる焼成中の二次
反応を抑制するために、好ましくは保護雰囲気下で行う。好適な保護ガスは、例えば、窒
素ガス、アルゴンガス又はその混合ガスである。
【００３６】
　本発明はまた、上述したように、本発明の製造方法によって得られるリチウムチタン酸
化物であって、一次粒子及び該一次粒子からなる二次粒子が特に小さいＢＥＴ表面積及び
小さい粒子サイズを有することを特徴とするリチウムチタン酸化物に関する。
【００３７】
　本発明の課題はまた、本発明の炭素被覆リチウムチタン酸化物を含む電極により解決さ
れる。好ましくは、電極は負極である。特に、このような電極をリチウムイオン二次電池
に使用すると、１Ｃ～４Ｃで８５％超の容量比を有し、Ｃ／１０で少なくとも１６５ｍＡ
ｈ／ｇの放電容量を有することがわかった。
【００３８】
　以下、本発明を実施例及び図面を参照して詳しく説明するが、本発明はこれらに限定さ
れない。
【実施例】
【００３９】
　１．総論
　ＬｉＯＨ・Ｈ２Ｏ及びアナターゼ型ＴｉＯ２を出発材料とした。市販のＬｉＯＨ・Ｈ２

Ｏ（メルク社製）の場合、含水量はバッチ毎に異なるため、合成前に測定した。まず、Ｌ
ｉＯＨ・Ｈ２Ｏを水に溶解し、次いでアナターゼ型ＴｉＯ２及びラクトースを攪拌しなが
ら添加して、ＬｉＯＨ／ＴｉＯ２／ラクトースの縣濁液を３０～３５℃で調製した。
【００４０】
　（実施例１）
　本発明のチタン酸リチウム（Ｌｉ４Ｔｉ5Ｏ１２）の製造
　９．２ｋｇのＬｉＯＨ・Ｈ２Ｏを水４５Ｌに溶解し、次いで２０．８ｋｇのＴｉＯ２を
添加した。ラクトースを様々な量で添加した。ラクトース量を更に変化させた。すなわち
、３０ｇラクトース／ｋｇ（ＬｉＯＨ＋ＴｉＯ２）のバッチ、６０ｇラクトース／ｋｇ（
ＬｉＯＨ＋ＴｉＯ２）のバッチ、及び９０ｇラクトース／ｋｇ（ＬｉＯＨ＋ＴｉＯ２）の
バッチを使用して、本発明のチタン酸リチウム中の炭素量を変化させた。
【００４１】
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　驚くべきことに、ラクトースは元の縣濁液の粘度を低下させる効果があり、その結果、
ラクトース未添加の場合と比較して縣濁液の調製に水の使用を２５％減らせることがわか
った。混合液を、開始温度約３００℃、終了温度１００℃の条件でスプレードライヤー（
Nubilosa社製）を用いて噴霧乾燥したところ、初めに、数μｍサイズの多孔性球状凝集体
が形成した。
【００４２】
　次いで、窒素雰囲気下、８００℃で１時間焼成したところ、一次粒子（粒径：１μｍ未
満）の凝集体からなる大型（粒径：１～８０μｍ）の凝集体が得られた。
【００４３】
　全炭素含有量が０．２ｗｔ％（６０ｇラクトース／ｋｇ（ＬｉＯＨ＋ＴｉＯ２））であ
る本発明の炭素被覆チタン酸リチウムを図１に示す。また、噴霧乾燥により得られた炭素
未被覆チタン酸リチウムを図５に示す。本発明の製造方法の出発材料における炭素含有化
合物は、焼結インキュベーターとして作用し、明らかに小さい粒子が生じる。
【００４４】
　（比較例）
　実施例１の製造方法により、ラクトース未添加で炭素未被覆のチタン酸リチウムを製造
した。
【００４５】
　焼成したチタン酸リチウムに対して、ラクトース溶液を３時間含浸させた後７５０℃で
３時間加熱した（欧州特許出願公開第１７９６１９８Ａ２を参照）。生成物のＳＥＭ顕微
鏡写真を図４に示す。図１に示す本発明の生成物と比較して、本発明のような粒径１μｍ
未満の一次粒子ではなく焼結により結合した大型の一次粒子からなる、明らかに粗い粒子
が示されている。さらに、比較例の二次粒子はスミア（smeared）な被膜を有している。
炭素含有量は、同様に、約０．２ｗｔ％であった。
【００４６】
　本発明の材料、並びに、同じ方法で得た比較例の材料（すなわち、欧州特許出願公開第
１７９６１９８Ａ２に準じて合成後に炭素被膜を行ったチタン酸リチウム）及び炭素未被
覆チタン酸リチウムについて、充電／放電サイクルを行った。
【００４７】
　各アノードの組成は、活物質８５％、ＳｕｐｅｒＰカーボンブラック１０％、及びＰＶ
ＤＦ２１２５６バインダ５％とした。測定は、本発明の材料又は比較例の材料を半セルの
アノードとして、金属リチウムと比較して行った。電極の活物質量は２．２ｍｇ／ｃｍ２

であった。充放電サイクルにおける電位差範囲は１．０～２．０Ｖであった。図２は、本
発明の炭素被覆チタン酸リチウムの充放電カーブを示し、１Ｃ～４Ｃ間の容量比は８７．
５％である。充電中と放電中とで電流は同じである。
【００４８】
　容量挙動が８２％である未被覆チタン酸リチウム（図６）と比較して明確な安定性が観
察される。
【００４９】
　同様に、４Ｃにおいて７５％の容量しか測定されない、ex-situで炭素被覆したチタン
酸リチウム（図３）と比較して、本発明の材料は優れている。充電中と放電中とで電流は
同じである。
【００５０】
　この結果は、本発明のin-situ炭素被覆リチウムチタン酸化物は、容量比に関して、合
成後に炭素被覆したチタン酸リチウム又は炭素未被覆チタン酸リチウムと比較して、利点
が大きいことを示している。
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【図６】

【手続補正書】
【提出日】平成23年7月26日(2011.7.26)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　炭素で被覆されたリチウムチタン酸化物の一次粒子からなる直径１～８０μｍの球形粒
子凝集体を含む、炭素含有リチウムチタン酸化物。
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【請求項２】
　ＢＥＴ表面積は１～１０ｍ２／ｇである、請求項１に記載のリチウムチタン酸化物。
【請求項３】
　一次粒子径は１μｍ未満である、請求項２に記載のリチウムチタン酸化物。
【請求項４】
　炭素含有量は０．０５～２ｗｔ％である、請求項３に記載のリチウムチタン酸化物。
【請求項５】
　前記炭素含有量は０．０５～０．５ｗｔ％である、請求項４に記載のリチウムチタン酸
化物。
【請求項６】
　前記リチウムチタン酸化物はＬｉ４Ｔｉ5Ｏ１２である、請求項１～５のいずれか一項
に記載のリチウムチタン酸化物。
【請求項７】
　（ａ）リチウム塩、酸化チタン、及び炭素含有化合物を溶媒中で混合するステップと、
　（ｂ）前記ステップ（ａ）で得られた混合物を乾燥するステップと、
　（ｃ）乾燥した前記混合物を焼成するステップとを含む、
　請求項１～６のいずれか一項に記載の炭素含有リチウムチタン酸化物の製造方法。
【請求項８】
　前記溶媒は水である、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　ステップ（ａ）において、前記リチウム塩及び前記酸化チタンは、得られるリチウムチ
タン酸化物における原子比Ｌｉ／Ｔｉが４：５となるように混合される、請求項８に記載
の方法。
【請求項１０】
　前記リチウム塩は、ＬｉＯＨ、Ｌｉ２Ｏ、ＬｉＮＯ３、ＬｉＨＣＯ３、及び、ＬｉＣＨ

３ＣＯＯからなる群から選ばれる、請求項８または９に記載の方法。
【請求項１１】
　前記酸化チタンはアナターゼ型又は非晶質である、請求項９に記載の方法。
【請求項１２】
　前記炭素含有化合物は、炭化水素及びその誘導体、炭水化物及びその誘導体、及び、ポ
リマーからなる群から選ばれる、請求項１１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記炭素含有化合物は、ラクトース、スクロース、及び、サッカロースからなる群の糖
類から選ばれる、請求項１２に記載の方法。
【請求項１４】
　前記乾燥は噴霧乾燥により行われる、請求項１３に記載の方法。
【請求項１５】
　前記噴霧乾燥は９０～３５０℃の温度勾配で行われる、請求項１４に記載の方法。
【請求項１６】
　前記焼成は保護雰囲気下で７００～１０００℃で行われる、請求項７～１５のいずれか
一項に記載の方法。
【請求項１７】
　請求項７～１６のいずれか一項に記載の方法により得られるリチウムチタン酸化物。
【請求項１８】
　請求項１～６及び１７のいずれか一項に記載のリチウムチタン酸化物を含む電極。
【請求項１９】
　請求項１８に記載の電極を含むリチウムイオン二次電池。
【請求項２０】
　Ｃ／１０における充電／放電容量は１６５ｍＡｈ／ｇ超である、請求項１９に記載のリ
チウムイオン二次電池。



(12) JP 2012-505137 A 2012.3.1

10

20

30

40

【国際調査報告】



(13) JP 2012-505137 A 2012.3.1

10

20

30

40



(14) JP 2012-505137 A 2012.3.1

10

20

30

40



(15) JP 2012-505137 A 2012.3.1

10

20

30

40



(16) JP 2012-505137 A 2012.3.1

10

20

30

40



(17) JP 2012-505137 A 2012.3.1

10

20

30

40



(18) JP 2012-505137 A 2012.3.1

10

20

フロントページの続き

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LS,MW,MZ,NA,SD,SL,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,MD,RU,TJ,TM),
EP(AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MK,MT,NL,NO,PL,PT,RO,SE,SI,S
K,SM,TR),OA(BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AO,AT,AU,AZ,BA,BB,BG,BH,BR,
BW,BY,BZ,CA,CH,CL,CN,CO,CR,CU,CZ,DE,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,GT,HN,HR,HU,ID,IL,IN,I
S,JP,KE,KG,KM,KN,KP,KR,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LT,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX,MY,MZ,NA,NG,NI,NO,NZ,OM,PE
,PG,PH,PL,PT,RO,RS,RU,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,ST,SV,SY,TJ,TM,TN,TR,TT,TZ,UA,UG,US,UZ,VC,VN,ZA,ZM,ZW

(72)発明者  ポルナー　アンドレアス
            ドイツ国　８５３６８　モースブルク　ビルクハーンシュトラーセ　７
(72)発明者  ホルツアプフェル　ミハエル
            ドイツ国　８５３５４　フライジング　フリューリングシュトラーセ　１
(72)発明者  トラン　ニコラス
            ドイツ国　８５４０５　ナンドルシュタット　ヨーゼフ－マリア－ルッツ－シュトラーセ　７
(72)発明者  シャール　ノルベルト
            ドイツ国　８５６５９　フォルスターン　アム　アルテン　ブルテン　１２エフ
(72)発明者  アイスグリューバー　マックス
            ドイツ国　８４０７９　ブルックベルク　クヴェアシュトラーセ　８
Ｆターム(参考) 4G047 CA06  CB05  CC03  CD03  CD04 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	written-amendment
	search-report
	overflow

